
地方公務員の能力は誰のものか
ー自治体職員の自己実現と社会貢献を実現する副業・兼業-

杉岡 秀紀
福知山公立大学地域経営学部准教授

１．はじめに
２．地方自治体と副業・兼業
３．副業・兼業者の事例（追加調査含む）
４．政策提言ー6名の経験者からのアイディアも踏まえてー

５．おわりに

2025年１月27日社会の変革に対応した地方公務員制度のあり方に
関する検討会（地方公務員の働き方に関する分科会）
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1．はじめに
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【自己紹介】
2003年 同志社大学経済学部卒業

まちづくりNPOきゅうたなべ俱楽部 主宰（代表） 【NPO】
2004年 株式会社GIZA入社（〜2006年） 【産】
2007年 同大学院総合政策科学研究科 博士前期課程修了

内閣官房行政改革推進本部事務局 参事官付（〜2008年） 【公】
2009年 同志社大学院総合政策科学研究科 博士後期課程中途退学

（一財）地域公共人材開発機構 事務局総括（〜2012年） 【NPO】
同志社大学政策学部 嘱託講師（〜2014年） 【学】

2012年 京都府立大学公共政策学部 講師（〜2016年） 【学】
同 地域連携副センター長（〜2016年）
同 京都政策研究センター企画調整MGR（〜2016年）

2016年〜福知山公立大学地域経営学部 准教授 【学】

同 北近畿地域連携センター長（2019年〜2020年）
同 北近畿地域連携市民学習部長（2020〜2022年）

2017年〜島根県立大学総合（地域）政策学部非常勤講師（兼職） 【学】

総務省主権者教育アドバイザー （兼任） 【公】

2019年〜厚生労働省地域雇用活性化推進事業地域支援アドバイザー （兼任） 【公】

2021年〜大阪公立大学大学院都市経営研究科非常勤講師（兼職） 【学】
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１人「産学公NPO連携」
（パラレルキャリア）
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【主な著書】
・『地域力再生の政策学』（共著／ミネルヴァ書房／2010年）

・『地域貢献としての大学シンクタンク』（編著／公人の友社／2013年）

・『地域公共人材をつくる』（共著／法律文化社／2013年）

・『地方自治を問いなおす』（共著／法律文化社／2014年）

・『もう一つの自治体行革』（編著／公人の友社／2014年）

・『持続可能な地域実現と大学の役割』（共著／日本評論社／2014年）

・『地域力再生とプロボノ』（編著／公人の友社／2015年）

・『地域創生の最前線』（編著／公人の友社／2016年）

・『自治体政策への提言』（共著/北樹出版/2016年）

・『「みんな」でつくる地域の未来』（共著/公人の友社/2017年）

・『合併しなかった自治体の実際』（編著/公人の友社/2017年）

・『現場から見た「子どもの貧困」対策』（共著/公人の友社/2018年）

・『NPO最善線』（共著/京都新聞出版/2018年）

・『自治・分権と地域行政』（共著/芦書房/2020年）
・ 『これからの話し合いを考えよう』（共著/ひつじ書房/2021年）
・『公務員試験制度の新潮流（仮題）』（共著/芦書房/2025年発刊予定）

5



【所属学会】
・自治体学会（評議員・理事、企画部会長、近畿自治体学会運営

委員）

・産学連携学会（学術誌委員会委員、関西・中四国支部幹事、

地域連携教育研究会代表）

・日本協働政策学会（理事、2015年度・2017年度開催校責任者）

・日本公共政策学会（2015年度研究大会実行委員、2020〜2021

年度研究大会実行委員）

・日本地域政策学会（2020〜2024編集委員、2024大会実行委員）

・日本NPO学会（2023年度第25回研究大会企画委員）

・日本オンブズマン学会（2016企画委員・開催校責任者）

・日本地域（地方）政治学会（現代政治コンペ審査委員長2016）

・コミュニティ政策学会ほか
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２．地方自治体と副業・兼業
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8杉岡秀紀（福知山公立大学）

【副業・兼業の広がり】

２．地方自治体と副業・兼業



２．地方自治体と副業・兼業

（出所）総務省「第1回地方公務員の働き方に関する分科会」資料３、2024

↓

５年間で社会貢献活動は増加。一方、許可件
数全体は横ばい。ただし、この数字はあくまで
許可がいる副業・件数であり、全体像は不明。
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２．地方自治体と副業・兼業

（出所）総務省「第1回地方公務員の働き方に関する分科会」資料３、2024

（参考）想定される「社会貢献活動」の分野
①伝統行事や地域イベントの振興に関する活動
②地域ブランドや地場産品のプロモーション活動
③地域の防災、防犯に関する活動
④スポーツや文化芸術活動の指導・支援
⑤若者自立支援や生涯教育に関する活動
⑥住民の生活支援や福祉に関する活動
⑦環境の保全や監視に関する活動
⑧移住者受入れや定住促進に関する活動
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（出所）第一生命経済研究所（2023）

２．地方自治体と副業・兼業

(参考）日本全体の副業人口
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２．地方自治体と副業・兼業

（出所）総務省「第1回地方公務員の働き方に関する分科会」資料３、2024

↓
５年間で許可基準の設定は４割から６割に。

基準の周知も増加（５割強）
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【事例①】神戸市「地域貢献応援制度」

杉岡秀紀（福知山公立大学）

２．地方自治体と副業・兼業

（出所）日本経済新聞「神戸市、職員の副業推進」2017年3月2日
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（参考）地域貢献応援制度申請実績

２．地方自治体と副業・兼業

（出所）神戸市提供資料（2024）



15（出典）福知山市（2018）

２．地方自治体と副業・兼業
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【事例②】農業の労働不足解消×副業

２．地方自治体と副業・兼業

（出典）嶋田暁文「広がる公務員の副業と農業」『日本農業新聞』2022年10月30日号



１．はじめに

（出典）日本農業新聞（2022年６月25日）
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18杉岡秀紀（福知山公立大学）

【事例②】農業の労働不足解消×副業

２．地方自治体と副業・兼業

（出典）読売新聞（2024年12月25日）



19杉岡秀紀（福知山公立大学）

【事例③】京丹後市「ふるさと創生職員」

２．地方自治体と副業・兼業



20杉岡秀紀（福知山公立大学）

【自治体×副業・兼業の３つの潮流】

（１）自治体職員による副業推進
cf）全国の約６割の自治体で許可基準の設定

（２）自治体における外部の副業人材活用
cf）秋田県、栃木県、山形県、福井県、長野県、兵庫県、鳥取県、愛媛県、池田町、石狩市、新得町、上

士幌町、様似町、余市町、八幡平市、弘前市、庄内町、さいたま市、鎌倉市、藤沢市、富士市、銚子

市、横瀬町、浜松市、南砺市、塩尻市、恵那市、飛騨市、宮津市、京都市、長岡京市、四條畷市、能

勢町、東大阪市、生駒市、三宅町、有田市、岡山市、福山市、下関市、阿南町、あさぎり町、大津町

、養老町etc…

（３）（１）（２）のハイブリット
cf）神戸市、奈良県生駒市、広島県福山市

２．地方自治体と副業・兼業
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【自治体職員による副業・兼業パターン】

（出所）杉岡秀紀「自治体職員の副業・兼業の意義」『都市問題』後藤・安田記念東京都市研究所、2025

２．地方自治体と副業・兼業



22
（出所）竹田圭助「定員引き上げによる人的資源管理上の課題と展望」『ぎょうせいオンライン』2023

【背景（１）】自治体職員の減少及びなり手不足

２．地方自治体と副業・兼業

約330万人
↓

約280万人
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（参考）過去10年間の競争試験の競争率の推移

（出所）総務省「地方公務員数おける働き方改革に係る状況」2023

２．地方自治体と副業・兼業



【背景（２）】働き方改革の推進
・ニッポン一億総活躍プラン （2016年）
・兼業・副業を通じた創業・新事業創出に関する研究会（同上）

・働き方改革実行計画（2017年）
・働き方改革担当大臣（2018年）
・働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する

法律（同上）
・副業・兼業の促進に関するガイドラインにてモデル就業
規則の見直し。副業は「原則禁止」から「原則容認」へ（同上）

↓

2018年が「副業元年」と呼ばれるように

２．地方自治体と副業・兼業
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１．はじめに

（出典）アドバンスニュース（https://www.advance-news.co.jp/news/2022/07/post-3912.html） 25



【背景（３）】コロナによるオンラインツール普及

２．地方自治体と副業・兼業

（出典）総務省「令和３年度情報通信白書」2022
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【コロナ禍で広がったテレワークや時差出勤】

（出典）毎日新聞（2020年3月26日）

２．地方自治体と副業・兼業
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【小括】副業・兼業のメリット

（１）ジグソーパズル型思考＜レゴ型思考

（２）自分の名前と実力（市場価値）で地域（社会）
に貢献でき、副収入も得られかつ直接感謝の
言葉を得られる。

（３）副業・兼業で得た知識・スキル・ネットワーク
などが本業に生きる（還元できる）

cf）リクルートキャリア（2019）「兼業・副業に対する企業の意識調査（N=3514）」によれば、

副業を推進・容認している企業のうち３割以上が「本業に還元できている」と回答

２．地方自治体と副業・兼業



３．副業・兼業経験者の事例

（追加調査含む）

29



【事例１】元神戸市の秋田大介氏
・2002年に神戸市役所に土木技術職員として入庁。
・在職中に車椅子ユーザーが海水浴場を楽しめる「NPO法人須磨ユ

ニバーサルビーチプロジェクト」（2017年〜）や全国の自治体職員がお
互いの家や家族を助け合うための「一般社団法人アスミー」（2020年
〜）を立ち上げ、市の地域貢献応援制度（副業制度）のモデルとしても
紹介される。2021年からは京都芸術大学大学院にて学び直し。
・アメリカの市民参加に刺激を受け、「ゼロパブコメ」と称し、計画策定

の初期段階から1000人規模の市民が参加する「Kobe 1000 smile 
Procject」を仕掛けたり、壁画を通してアーティストが生活できるまち
「KOBE Mural Art Project」を主導。
・地方公務員が本当にすごい！と思う地方公務員アワード2019受賞。
・2023年度末は「あらゆる主体が一緒になって社会課題解決をする」

という思いから21年間勤めた神戸市を退職し、株式会社イマゴトを起
業。現在は環境・エネルギーの専門性を武器に民間企業の名刺を持
ちながら、多くの自治体に関わる。総務省地域力創造アドバイザー、内
閣府地域活性化伝道師、環境省脱炭素まちづくりアドバイザーも兼任。
・退職前に自身が住む高砂市と神戸市の両方に所属することを模索。30



３．副業・兼業経験者の事例

（出典）自治体学会「エクストラセミナー」2023年7月5日 ※2026年１月11日追加調査 31



【事例２】元福岡市の今村寛氏
・1991年に福岡市役所に入庁。
・財政調整課長の経験を活かし、2012年から始めた職員向け

の「財政出前講座」が好評となり、2014年ごろから他自治体で
も「出張財政出前講座」も開始。北海道から沖縄まで41府県で
200回以上を実施し、受講者は8000人を超える。
・他自治体で講演する傍ら、『自治体の“台所”事情〜”財政が

厳しい“ってどういうこと？』『「対話」で変える公務員の仕事ー
自治体職員の「対話力」が未来を拓くー』を出版（副業申請）。
・その他、官民連携団体活動のアドバイザーの活動も展開。
・2024年12月に福岡地区水道企業団総務部長を最後に33年

勤めた福岡市を早期退職。
・現在は個人事業主として「office aNueNue」を立ち上げ、全国

の自治体職員向けに自治体財政に関する出前講座や対話の
場づくりに関する講座講演やアドバイスを展開。
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３．副業・兼業経験者の事例

（出典）自治体学会「エクストラセミナー」2023年7月5日 ※2026年１月14日追加調査 33



【事例３】元横浜市の立石建氏
・1990年に横浜市役所に入庁。
・文部科学省、川崎市役所、横浜市立大学等に出向経験あり。
・土日祝は、小中学生向けソフトテニス教室もしながら、2020

年から、寿地区（簡易宿泊所）路上生活者支援活動「ことぶき
協働スペース（NPO法人コミュニティ・デザインラボ）」、難病の
子どもや児童養護施設に通う子ども支援する「りらの家（NPO
法人スマイル・オブ・キッズ）」などの活動に参画（副業申請）。
・在職中に第２種電気工事士、宅地建物取引士、ファイナン
シャルプランナー２級、ヘルパー２級、小型車両系建設機会、
大型特殊機械などの多くの資格も取得。
・2024年９月、監査部長を最後に横浜市を早期退職し、同年

10月から宮崎市参事に着任。観光商工部・総合政策部を所管
し、スタートアップの創業支援などの業務に携わる。
・宮崎市の仕事の傍ら、横浜市時代の副業活動も継続。現在、
宮崎市でも副業活動を模索しており、近いうち「２地域副業」に。
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３．副業・兼業経験者の事例

（出典）自治体学会『自治体学』vol.37-1、2023 ※2026年１月12日追加調査 35



【事例４】元川崎市の奥貫賢太郎氏
・2010年に川崎市に入庁。
・派遣研修としてのNPO法人を経験。2014年には東京大学

に出向。
・2019年、在職中に地元・川崎市で「まちなかでおとなもこど

ももわんぱくできる。僕らの万博を創る」をミッションとした「大
師ONE博」を立ち上げ。初詣で有名な川崎大師で門前サイレ
ントディスコをしたり、地元商店街と組んで新商品開発をした
り、小学生の願いを大人が応援し、わんぱくコミュニティを作
るといった活動を展開（副業申請せず）。 現在も活動中。
・地方公務員が本当にすごい！と思う地方公務員アワード

2018受賞。
・2023年、13年務めた川崎市を退職し、現在は「デロイトトー

マツグループ有限責任監査法人トーマツ」にてパブリックセク
ターを担当し、省庁や関東経済産業局のDXを担当。 36



３．副業・兼業経験者の事例

（出典）自治体学会『自治体学』vol.37-1、2023 ※2026年１月16日追加調査
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【事例５】元塩尻市の山田崇氏
・1998年に長野県塩尻市に入庁。
・松本広域連合事務局、塩尻商工会議所などへの出向経験あり。
・在職中にnanoda代表として「空き家プロジェクト」を始め、全国
から注目を集め、全国で講演活動を開始（副業申請）。
・2019年に『日本一おかしな公務員』出版。
・地方創生推進課（係長）時代は、MICHIKARAプログラムで、経
済産業省、JT、日本郵政、ANA、などを巻き込んだ事業を展開。
・地方公務員が本当にすごい！と思う地方公務員アワード2013受賞。
・家族構成も変わり、コロナ禍も経て、60歳以降も塩尻市に関わ
り続けるスキルや視野を身につける必要性を感じ、 2022年、官
民連携推進課課長補佐を最後に、24年勤めた塩尻市を退職。
・現在はNTTドコモ第一法人営業部（ドコモgacco）のEduWork事
業開発室長／CLO（Chief of learning officer）を務めるほか、信州
大学（特任教授）、一般社団法人ONEX共同代表理事、シンカ株
式会社室長などで６機関で副業を実践。 38



39杉岡秀紀（福知山公立大学）

３．副業・兼業経験者の事例

（出典）自治体学会「エクストラセミナー」、2022 ※2026年１月15日追加調査



【事例６】元舞鶴市の言上真一氏
・2005年に京都府舞鶴市に入庁。
・福祉部門・企画政策課・農林課・広報広報課（広報広聴係長）
を経て市長公室秘書課を経験。秘書課では最速で課長に就任。
・コロナ禍の2020年に総務省に出向。特別定額給付金の電話対

応、未来技術を全国に普及するための研修事業などを担当。
・中学生から続けていたバレーボールの経験を活かし、６人制バ

レーボールのトップリーグである「V.LEAGUE」DIVISION3に出場
する「奈良ドリーマーズ」に選手兼監督として参加（副業申請）。
・地域の部活移行やVリーグの現状も踏まえ、バレーボールを中

心に地域の活性化に貢献したいという思いに至り、2023年度の
秘書課長を最後に、舞鶴市を退職。
・現在は兵庫DelfinoのOperations Director／Coachを務め、コー

チ業はもとより、選手のセカンドキャリア支援などを担当。
・舞鶴市では言上氏のご縁で、2022年4月に市と奈良ドリーマー
ズが連携協定を締結し、市がサブホームタウンとなった。 40



41

３．副業・兼業経験者の事例

（出典）マイナビアスリートキャリア（https://athlete-career.mynavi.jp/athlete-career-plus/article/volleyball_gonjo/）



42杉岡秀紀（福知山公立大学）

３．副業・兼業経験者の事例

【小括】６人の共通点
（１）出向、プロジェクト、講演など本務外に触れる経験
がある。

（２）副業・兼業の許可申請はしているが、所属自治体
の副業・兼業風土については問題意識あり。

（３）結果的に定年を待たずに早期退職。
（４）退職後、他の自治体（元所属自治体以外）とは関
わり続けている。

（５）チャンスがあれば、元所属自治体との関わりを持
ちたい（ただし副業・兼業前提）との意思あり。



４．政策提言
ー6名の経験者からのアイディアも踏まえてー

43



【提言１】「自治体職員クロスアポイント」
・自治体職員は、現行、１つの自治体にしか所属／勤務できな
い（国⇄都道府県⇄自治体の出向制度を除く）。
・一方、「勤務先の自治体と住所（居）を置く自治体が違う」という
職員も多くなってきている（特に都市部や都市近郊のまち）。
・少数だろうが、「勤務先だけでなく、住む地域にも貢献したい」と
いうニーズはあり（調整を試みた事例もあり）。
・希望すれば、例えば「週３日はA市、週２日はB市」というクロス

アポイント制度を自治体でも導入してはどうか。また、政令市
や中核市の職員が一定年齢を超えたタイミングに実家がある
自治体や小規模自治体に転籍する権利を付与すというも一案。
・効果としては、自治体間のノウハウ移転（広域化）につながり、
特に人材不足で悩む小規模自治体にメリットあり。 いざという
時の災害対応（人員確保）にもつながる。
・その他、地域の人にも災害時などいざという時に「公務員」の
肩書きで活躍してもらえる予備自衛官のような「まちもり公務
員」という制度もあれば、さらに重層的にカバーが可能か。 44



（出所）文部科学省「クロスアポイントメントを実施するための手引き」（2017）

４．政策提言

（参考）大学と企業によるクロスアポイントメント

45



【提言２】「半公半X（パラレルキャリア）職員」
・現行、自治体職員含む公務員の勤務日及び時間は、会計
年度職員や地域おこし協力隊などの除き、「1日7時間45分、
週５日勤務（フルタイム）」が標準となっている。

・つまり、副業・兼業をしようとすれば平日夜、土日祝しか空い
ている時間はなく、副業・兼業すると休みがなくなる

・そこで、希望すれば、採用時から「週１〜５日契約」を選択で
きるようにすればどうか（給与は勤務日数に連動する「半公
半X（パラレルキャリア）職員制度の導入）。※ 海士町

・「カムバック（アルムナイ制度）」との組み合わせも相性が良
いと思われる。

・なお、会計年度職員や地域おこし協力隊などと違い、年度更
新や期間限定でなく、定年まで契約を保障する。

・効果としては、退職予防や多様な人材の確保、パラレルキャ
リアによる越境学習効果などが期待される。

（出所）杉岡秀紀「自治体職員の副業・兼業の意義」『都市問題』後藤・安田記念東京都市研究所（2025）

46



47杉岡秀紀（福知山公立大学）

（参考）島根県海士町「半官半X」役場職員

４．政策提言

（出典）SMOUT（https://smout.jp/plans/5187）
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（出典）松井太郎『週１副社長になりませんか。』今井出版、2023



【提言３】「給与調整型の週休３日制度」
・ここ数年「週休３日制度」を導入あるいは試行する自治体が増加。
※栃木県宇都宮市・群馬県前橋市（2023年度から試行）、茨城県・千
葉県（2024年度から本格導入）、岩手県久慈市・岡山県岡山市
（2024年度から試行）、東京都・愛知県（2025年度からの導入） 等

・ただし、現行の活用理由としては、育児や介護、学び直しなどが多
いと思われ、副業・兼業のために積極的に活用する動きは今後も限
定的であると思われる。
・一方、「有給」時に有償の副業・兼業をしようと思うと、給与の二重取
りの恐れから許可が出にくい現実がある。

・民間では「スーパーフレックス制度」も進む。この官民格差を無くす
必要あり。
・そこで、「給料維持型の週休３日制」だけでなく、「給与調整型（休み
の分だけ給与は減らす）」の週休３日制」も選択できるようにし、後者
の場合、有償の副業・兼業も積極的に認めるようガイドラインなどを
作成してはどうか。

（出所）杉岡秀紀「自治体職員の副業・兼業の意義」『都市問題』後藤・安田記念東京都市研究所（2025） 49



50

（参考）週休３日制度について

（出典）杉岡秀紀「週休３日制と公務員」『自治日報』12月16日（2024）



【提言４】「ローカルゼブラ企業の活用推進」
・周知の通り、地方公務員法第38条にて「営利企業への従事」は制限
され、現行は原則禁止（許可制）となっている。
※ 小規模な農業、家業、不動産の賃貸、講演・執筆等は例外許可

・一方、近年の「社会（地域）貢献型」の副業・兼業は大幅に解禁する
流れがあり、農業分野における労働力不足への対応としての自治体
職員の副業・兼業例などはその代表例（地域では「地域活性化企業
人」という企業発の社会（地域）貢献制度も活用事例も増えてきた）。

※ 和歌山県有田市（ミカン）、青森県弘前市（リンゴ）、山形県（さくらんぼ）、福島市（桃・梨・リンゴ）

・この問題の所在は、「有償活動についての許可基準の曖昧性」にあ
る。より正確には、事例の蓄積が圧倒的に乏しいこと。それが許可す
る側も申請する側も足踏みする要因となっていると推察する。
・そこで、例えば中小企業庁が認定する「ローカルゼブラ（地域課題解
決事業推進）」企業への副業・兼業に限っては積極的に許可するよ
う技術的助言をしたり、事例を蓄積するための試行期間を設けるこ
とを推奨してはどうか。優良事例は表彰をするのも一案。ともあれ、
十把一絡げでNGになりがちな「営利企業の従事制限」に風穴を開
けてみてはどうか（近隣市町に限定するなど地域性には要考慮）。

（出所）杉岡秀紀「自治体職員の副業・兼業の意義」『都市問題』後藤・安田記念東京都市研究所（2025） 51



（出所）中小企業庁「ゼブラ企業の創出・育成に向けて」（2024） 52



【提言５】「副業・兼業推進アドバイザー」制度
・自治体職員による副業・兼業はまだ事例が少なく、許可基
準を設定・公表している自治体も５〜６割で留まる。
・また、せっかく副業・兼業をしようと人事当局（人事課・職員課な
ど）に相談しても、前例がないことを理由に前向きな回答が得ら
れにくい現況にある（担当者の知識や関心、意欲にも左右され
る恐れあり）。
・加えて、たとえ「制度」として許可が下りたとしても、上長はじめ
職場（部署）内の理解が乏しければ、活動そのものを抑制せざ
るを得ないような「風土」が邪魔をする可能性が高い。
・そこで、副業・兼業をしたいと思った時に気軽に相談できる外
部専門機関あるいは制度が望まれる。
・例えば、総務省の「主権者教育アドバイザー」「地域情報化アド
バイザー」の副業・兼業版を創設し、熱意ある自治体職員を応
援する仕組みを構築してはどうか（ただし、公務員向けの転職
エージェントのサービスとのバッティングに留意が必要）。

（出所）杉岡秀紀「自治体職員の副業・兼業の意義」『都市問題』後藤・安田記念東京都市研究所（2025）

53



（出所）島根県選挙管理委員会ホームページ（2024）
54



（出所）総務省ホームページ（2024）
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５．おわりに
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「地方公務員から

地域公務員へ」

（出所）稲継裕昭『地域公務員になろう』日本都市センター、2012

杉岡秀紀（福知山公立大学）

５．おわりに



「好奇心や周囲を味方につける巻き込み力
は、リーダーに必要なポテンシャルとして重
視されるようになっているが、同じ会社の中
だけで長く仕事をしていると育まれにくい」

（法政大学・石山恒貴教授）

５．おわりに
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59杉岡秀紀（福知山公立大学）

５．おわりに
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【マズローの欲求五段階説＋α】

生理的欲求

安全欲求

帰属欲求

自己実現欲求

承認欲求

低次欲求

高次欲求

杉岡秀紀（福知山公立大学）

自己超越（コミュニティ）欲求

５．おわりに



61杉岡秀紀（福知山公立大学）

【自治体と公務員と地域の新しい関係】

５．おわりに



（出所）https://financial-field.com/household/2018/11/25/entry-29795
（2020年９月５日閲覧）

５．おわりに
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https://financial-field.com/household/2018/11/25/entry-29795%EF%BC%882020%E5%B9%B4%EF%BC%99%E6%9C%885
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（参考）週休３日制（autonomy,2023）

・イギリスでこ2022年６月から12月にかけ半年間、61の企業

とNPO、約2,900人の従業員が「週休３日制（週４日勤務に

なるので、4DAY WEEKとも呼ばれる）」の社会実験。

・この実験では給料の100％維持を条件。

・その結果、満足度は10点満点中平均8.3点、96％の参加

者が週５回よりも週４回勤務を希望。

・労働時間を短縮しても業績は落ちず、実験終了後も92％

（56社）が週休３日制を継続、との結果を得た。

杉岡秀紀（福知山公立大学）

５．おわりに
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【副業・兼業に関する書籍】
•杉岡秀紀編『地域力再生とプロボノ』京都政策研究センターブックレッ
トvol3、公人の友社、2015

•杉岡秀紀「地域創生とプロボノ−地域の公共的課題解決のための関
係人口を増やす−」『NPO最前線−共生と包摂の社会へ−』京都新聞
出版センター、104−107頁、2018
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【副業・兼業に関する論文】
・杉岡秀紀「わが国におけるプロボノの導入事例」『京都府立大学学
術報告 公共政策』第７号、159〜175頁、京都府立大学、2016

・杉岡秀紀「自治体における副業・プロボノ活用による人材育成ー京
都府福知山市を事例としてー」『福知山公立大学研究紀要』第４巻第
１号、149-166頁、福知山公立大学、2020

・杉岡秀紀「地方自治体における人材育成の多様化-地方公務員にお
ける副業・兼業を手がかりに-」『政策マネジメント研究』vol.1、政策マ
ネジメント研究所、9-25頁、2020
・杉岡秀紀「自治体における副業の意義と課題」『自治体法務研究』
No.64、2021春号、地方自治研究機構、6-11頁、2021
・杉岡秀紀「複業を活用したスタートアップの可能性 ―複業起業と地
域特性を生かしたスタートアップ・エコシステムに注目して―」『東京都
立産業技術大学院大学 スタートアップ・アクセラレーター研究所報告
論文集』３号、東京都立産業技術大学院大学 スタートアップ・アクセラ
レーター研究所、46〜64頁、 2023
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【参考文献：副業・兼業に関する論考(１)】
・杉岡秀紀「「プロボノ」と協働する自治体職員」『月刊ガバナンス』７号、
30〜32頁、ぎょうせい、2015

・杉岡秀紀「働き方改革につながる自治体職員のプロボノ」『月刊ガバ
ナンス』12月号、46〜48頁、ぎょうせい、2017

・杉岡秀紀「地域創生時代におけるもう一つの働き方改革−プロボノ・
副業という選択肢−」 『地域づくり』11月号、２−５頁、 2018

•杉岡秀紀「副業・プロボノと自治体職員の「構想力」」『月刊ガバナン
ス』10月号、29〜31頁、ぎょうせい、2019

・杉岡秀紀「プロボノの多様化の期待と展望」『volo』12・１月号、大阪
ボランティア協会、10頁、 2020
・杉岡秀紀「コロナ禍における地域の再発見」『月刊ガバナンス』４月
号、ぎょうせい、32-32頁、2021
・杉岡秀紀「副業人材の役割方向性や手法の提示」『日経グローカ
ル 』11.15号（424号）、日本経済新聞社、 2021
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【参考文献：副業・兼業に関する論考（２）】
・杉岡秀紀「自治体による副（複）業・プロボノ活用に期待」『自治体学』
vol.35-2、自治体学会、45頁、2022

・杉岡秀紀「越境する公務員の強みを活かすプロボノ・副業」『月刊ガ
バナンス』11月号、ぎょうせい、2023

・杉岡 秀紀「副業・兼業で地域に飛び出す公務員」『地域づくり』11月
号、地域活性化センター、2023

•杉岡秀紀「大学の学びと地域社会の働きを接続する社会人向け起業
人材育成―「NEXT産業創造プログラム」を事例として ―」『社会教育』
８月号、日本青年館、19〜26頁、2023

・杉岡秀紀「自治体による人材育成」『自治体学』vol.38-1、自治体学
会、26〜27頁、2024

・杉岡秀紀「自治体職員の副業・兼業の意義」『都市問題』後藤・安田
記念東京都市研究所、2025
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【参考文献：副業・兼業に関する学会発表】
・杉岡秀紀・鈴木康久・塚本恭之・永見まり子「NPOとプロボノ−NPOを支える新たなアクター
の現状と課題、展望−」日本NPO学会、３月６日、同志社大学、2018

・杉岡秀紀 「NPOと副業」日本NPO学会、6月2日、龍谷大学、2019

・杉岡秀紀「官民連携による地域づくり事例ー複業（パラレルキャリア）と外部人材活用を視座
としてー」、６月３日、産学連携学会第19回大会（名古屋大会）、2021

・杉岡秀紀「副業などの新しい働き方によって、地域金融機関や金融人材が社会へどう貢献
するのか–自治体における副（複）業視点を中心に–」日本NPO学会、6月19日、龍谷大学、
2021

•杉岡秀紀「自治体職員による本来業務外活動の持つ意義と課題」、８月20日、自治体学会分
科会８（オンライン開催）、2022 ※コーディネーター

・杉岡秀紀「自治体職員による本来業務外活動の持つインパクト」、７月23日、自治体学会エ
キストラセミナー（オンライン開催） 、2022 ※コーディネーター

・杉岡 秀紀「自治体職員による本来業務外活動の持つインパクトpart2-」、自治体学会エキ
ストラセミナー （オンライン） 、７月５日、2023 ※コーディネーター

・杉岡秀紀「越境する公務員の強みを活かすプロボノ・副業」『自治体学会川崎大会』分科会３、

８月28日、川崎市教育文化会館、2023 ※ コーディネーター

・杉岡秀紀「自治体職員と人材育成ー自主的な学びや活動をいかに実際の仕事に繋げる
かー」自治体学会エキストラセミナー（オンライン）、７月29日、2024 ※コーディネーター

•杉岡秀紀「自治体職員と人材育成ー自主的な学びや活動をいかに実際の仕事に繋げる
かー」自治体学会分科会８、８月24日、日置市中央公民館、2024 ※コーディネーター
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【参考文献：副業・兼業に関する執筆その他】
・杉岡秀紀「「働き方改革」にとどまらない「働きたい改革」」

『日刊建設工業新聞』６月７日、2018
・杉岡秀紀「副業人材の役割は方向性や手法の提示」

『日経グローカル』No424、2021
・杉岡秀紀「「副」業ではなく「複」業で」『Miraiz』NTT西日本、
2023

・杉岡秀紀「プロボノとは何か（上）」『生産性新聞』11月15日、
2024

・杉岡秀紀「プロボノとは何か（下）」『生産性新聞』11月25日、
2024

・杉岡秀紀「週休３日制と公務員」『自治日報』12月16日、2024

・杉岡秀紀「副業を特集」『きょうと経済テラス キュンと！』
KBS京都、８月2日、2024 コメンテーター
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杉岡 秀紀

公立大学法人 福知山公立大学 地域経営学部 准教授

大阪公立大学大学院都市経営研究科 非常勤講師（兼任）
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